
出資法人等経営評価書（公益法人等会計用） 整理番号 ３５ 　　
　

　 平成28年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 35,234 50.9%

2 9,198 13.3%

3 4,850 7.0%

4 1,000 1.4%

5 1,000 1.4%

その他 18,000 26.0%

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

平成25年度平成26年度 27

639,024 657,172 600,948

66.8% 63.3% 60.0%

158,412 199,976 229,522

16.6% 19.3% 22.9%

61,383 81,678 76,728

6.4% 7.9% 7.7%

98,210 99,009 93,786

10.3% 9.5% 9.4%

全体事業 957,029 1,037,835 1,000,984

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

指定管理者

http://www.ibaraki-sports.or.jp/

全体事業に占める割合

事業２

事業３

その他
事　業

主　　な
出資者

○
全体割合

国体派遣費

事業1～3以外

　本県選手が，全国レベルの競技大会や国際大会で活躍す
ることは，本県スポーツ振興はもとより，県民に夢と希望を与
え，明るく活力のある社会の形成に貢献することから，各種
大会において優秀な成績を収めるため，また３年後に迫った
「茨城国体」に向け，選手の育成強化と競技力の向上を図っ
ている。

昭和45年4月6日

江幡　　保

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

　本県開催の第２９回国民体育大会の準備協力体制に向けて責任体制の確立及び事業の積極的な推
進を図るとともに，体育・スポーツの振興により県民の体力向上を図り，スポーツ精神を涵養し，社会文
化の向上発展に寄与し，あわせて体育・スポーツに関する団体相互の連絡融和を図るため設立。

69,282

会長　　角田　芳夫　（非常勤）

　国民体育大会は，国民の健康増進と体力の向上を図ることを目的とした
都道府県対抗による国内最大の国民スポーツの祭典として開催されるもの
である。事業内容は，本県代表選手の派遣及びメディカルチェック等に係る
ものである。和歌山県で開催された第７０回国民体育大会において，総合
成績は３２位という結果であったが，個人ではレスリング競技等で４名，団
体ではバスケットボール競技等で４団体が優勝を果たした。特にゴルフ競
技においては，競技別総合優勝を果たした。

ホームページＵＲＬ

教育庁学校教育部保健体育課

０２９－２２６－９９７２

ibarakiken@japan-sports.or.jp

事　　　業　　　名

茨城県

小林　孖　他１個人，３６団体

代　　表　　者　　名

　本協会は，「県民総参加によるスポーツの振興」を目指し，「生涯スポーツ活動の推進」と「競技力の向上」「指定管
理施設の円滑な管理運営」を三つの柱として取り組んでおります。
　県民総合体育大会や県民駅伝競走大会の開催のほかスポーツ少年団育成事業に取り組み，多くの県民の皆様
にスポーツに親しむ機会を提供しております。　また，スポーツ振興の基盤となる指定管理施設の管理運営につきま
しては，各種スポーツ教室等の拡充を図りながら，安全で快適なスポーツ実践の場の提供に努めております。
　さらに，平成３１年茨城国体がいよいよ２年後となりました。開催県として天皇杯・皇后杯を獲得できるよう，県と一
体となって取り組んでまいりますので，何卒ご支援ご協力いただけますよう，よろしくお願いいたします。
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２９年２月　　会長　角田　芳夫

出資比率

日本体育協会

永野　武晨

内　　　　　　　　　　　　容

運動公園費

中野　博蔵　

　加盟団体育成費，スポーツ少年団育成費，普及事業費等

競技力向上費

全体事業に占める割合

公益財団法人茨城県体育協会

［法人の概要］

公益財団法人茨城県体育協会

全体事業に占める割合

事業１

　指定管理者として，堀原運動公園及び笠松運動公園の管
理運営を受託しており，維持補修を行うなど，安全で快適な
施設の維持管理に努めている。また，各管理事務所において
は，多くの県民にスポーツの実践の機会や様々な催物等を
提供し，各施設の特色を活かした利用を促進し，収入の増を
図っている。

全体事業に占める割合

所　　   在   　　地

資本金（基本財産）

水戸市見和１丁目356番地の２

年度平成
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公益法人等会計用

[経営状況] 公益財団法人茨城県体育協会 (単位：千円）　
増減数
△ 9,386

基本財産運用益 △ 30
事業収益 △ 41,260
受取補助金等 29,931
その他収益 1,973

経常費用 △ 36,851
事業費 △ 29,764
管理費 △ 7,087

うち役員人件費 116
うち職員人件費 16,800

0
27,465

0
0
0

△ 65
一般正味財産増減額 27,530

10,085
24,034
12,840
17,510

△ 4,670
△ 11,194

8,049
0

△ 19,243
0

24,034
0

補助金 29,597
委託料 △ 12,923

0
その他（分担金・負担金・出捐金等） 0

合　　　計 16,674
財政的関与の割合（％） 2.4

0
0

合　　　計 0

増減P
4.4

△ 0.6
2.2

△ 3.2
0.8
0.0

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

常勤理事・監事 1 0 1 1 0 1 1 0 1 0
非常勤理事・監事 33 1 4 32 1 4 32 1 4 0

計 34 1 5 33 1 5 33 1 5 0
管理職 2 2 0 2 2 0 2 1 1 0
一般職 15 11 0 15 11 0 15 12 0 0
嘱託・臨時職員等 26 26 25 △ 1

計 43 13 0 43 13 0 42 13 1 △ 1

千円

千円

正
味
財
産
増
減
計
算
書

経常増減額

132,840

△ 13,374

934,745 1,011,838

118,205

0

△ 342

0

7,783.7

107

209,655

42,856

982,074
25,997 18,910 退職給付費用の減

給与改定等による増

0

14,091

149,640

認定法第15条に定める率

経常外増減額

0

0

平成26年度 平成27年度

0

76.7%

234,339
158,110

増減理由

プロパー職員平均給与（年額）

常勤役員平均報酬(年額)
１名のため個人情報となる報酬は非公開

0

15.7%

退職手当支給による減

増減数

65.4%

選手強化費の増

指定管理料の減

69,282

備　考

45,434

0

802,719

0

233,689

95.3%

運動公園利用料等の減
選手強化費の増

0

392,449
現金預金の増

113,326
0

未払金の増

668,372

退職手当支給による減

44,829

7,644

0

7,528

0

158,760

1,000,984

増減理由

受取寄付金の増

指定管理施設燃料費等の減

64,677

1,037,835

0

0

0

216,829

平成28年平成27年

0
0

0.0%

1.9%

68.6%
206.0%

90.9%
2.5%

244,626
466,587

0

338,072
464,647

308,475
477,570

219,854
162,780

流動資産

105,277

0

209,655
69,282

0

223,236

786,045

固定負債

0

固定資産
負債合計

正味財産期末残高

57,915

379,609

162,780

流動負債

△ 13,581

313,126

うち長期借入金

101,483
0

△ 1,260

うち短期借入金

資産合計

経常外収益

評価損益等

169,954

41,713
957,029

127

22,284

一
般
正
味
財
産

382,634

0
経常外費用

指定正味財産増減額

74.3%

0

711,213

0

経常収益

664,642
250,205

956,687

7,136

0

人件費比率

主要経営指標

借入金残高／負債・正味財産合計

算式等

206.8%
0.0%

216.6%
0.0%

流動資産／流動負債　

93.2%

233,689

0

0

0

30代 40代

223,236

79.1%

13.5%

0

区　　　　　　分

77
627,112
343,057

平成26年度

13,949

平成27年度
1,024,461 1,015,075

平成25年度

歳45.5

平均年齢50代 合計

172

60代

平成26年

69,282

平成25年度

0

0

0

0

2.3%
13.1%
73.1%

年
当
期

プロパー職
員平均勤続

年数 0 5 64

常勤職員（嘱
託・臨時職員を
除く）の年齢構
成

～20代

７月１日現在の人数

流動比率

役員

　

職員

32.2

借入金比率

人件費／経常費用
自己収益額／経常収益自己収益比率

管理費比率

貸付金

損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

管理費／経常費用

借入金残高（期末）

県
財
政
関
与
状
況

公益目的事業比率

918 142207法人税・住民税・事業税

貸
借
対
照
表

基本財産充当額
正味財産合計

159,398

10,085
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今後の事業展開の方向

　当協会は，茨城県の施策展開の一翼を担い，「県民総参加によるスポーツの振
興」を目指し，「生涯スポーツ活動の推進」と「競技力の向上」の目標に向かって
多種事業を推進している。
　また，平成３１年国民体育大会が本県で行われることを広く県民にアピールし，
スポーツ推進の機会として，スポーツ環境の整備・施設の充実と事業の拡充に積極
的に取り組んでいく。

　当協会は，体育・ス
ポーツの振興を通して
県民の体力向上と健康
増進を図るとともに，
スポーツ精神を涵養し
社会文化の向上・発展
に寄与することを目的
に各種事業を積極的に
展開している。少子高
齢化が進展し，中高年
層の生涯スポーツへの
関心が高まる等，変貌
する社会情勢を敏感に
察知し，利用者の多様
なスポーツニーズに対
応していく。

［評点集計］

効率性 11

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性 17

19

15

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

目的適合性 計画性 組織運営健全性

合計

13 20

満点

20

20

20

計画性

10

評価項目数

9

8

評点

公益法人等会計用

公益財団法人茨城県体育協会

警　戒　指　標

財務健全性

得点率

85%

95%

75%

17

97

17

81

9

47 84%

65%

100%

《評価の視点》

　「生涯スポーツ」
「競技力の向上」「指
定管理施設等の管理運
営」を軸として策定さ
れた第３期中期運営計
画（平成２６年度～平
成３０年度）を元に，
管理運営している。平
成２８年度は中間年度
を迎え，実績・成果を
検証したうえで見直し
を図り，平成２９年度
以降に向けた実効性の
ある計画を推し進め
る。

　組織及び財務に関
する規程は整備され
ており，経営上の重
要な意思決定は，総
務・財務専門委員会
での協議も行い，学
識経験者の意見も聴
取するなど，適切に
対応している。
　県派遣職員が減少
している現在，今後
も自立的な法人運営
を保つためには，プ
ロパー職員の採用が
必須課題となってい
る。

組織運営健全性

組織,人事,財務等の内部管理体
制が適切に整備･運用され,かつ
情報公開による透明性の確保が
適切か

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人
的・物的な経営資源が有効活用
されているか

効率性

法人が行っている事業と当初の
設立目的が適合しているか

経営目的，経営方針が各種計画
に反映され，計画・実行・見直
しが行われているか

財務健全性

　各施設が，スポー
ツだけでなく多目的
な利用が可能である
ことを広くＰＲし，
積極的な情報発信を
行うとともに，利用
者に親しまれる施設
となるよう，利用者
サービスに努める。
　また，競争入札導
入等により，コスト
削減を行うなど，コ
スト削減及び資金の
運用についても適切
に行っている。

　事業推進のため，賛
助会費や寄付金をはじ
めとする自主財源の確
保や，施設の有効活用
とスポーツ振興のため
の自主事業を継続して
検討する。

法人の財務体質が健全である
か，また，各事業の採算性がと
れているか

財務健全性効率性

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健全性効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ

 3



［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

区分

100.0% 95.0

施設利用率 ％ 78.7 80.1

97.5 95.0 98.1

80.0

平均目標達成度 94.6%

総合的所見等
に係る対応

　平成３１年茨城国体において，開催県としてふさわしい成績を収められるよう，
県内競技団体を統括する法人と一体となって競技力の強化を推進していく。
　法人に対する県の人的関与については，引き続き見直しの検討をしていく。

効率性 財務健全性

総合的所見等

　事業の効率的な執行や自主財源の確保に取り組むとともに，関係団体等との連携
を強化し，平成３１年に開催される茨城国体に向けて，競技力の強化を早急に推進
されたい。併せて，スポーツの振興にも努められたい。
　　県所管課は，法人に対する県の人的関与について，引き続き見直しを図られ
　たい。

100.0% 200.0

99.3

効
率
性

事業費比率 ％

80.0 79.2 99.0%

97.7

流動比率 ％ 216.6 206.0 200.0 206.8

92.4% 1,000

100.0 100.9 100.0%健
全
性

収支比率 ％ 100.2 100.0

839.0

H26実績

76.3% 1,200

施設利用人数 千人 923 1,087 1,000 924

単位 H25実績 H28目標値

経
営
目
標

事
業
成
果

国体獲得点数 点 886.5 852.5 1,100

取組みを強化すべき視点 目的適合性 計画性 組織運営健全性

法人担当課の意見

　平成２７年度は，平成３１年茨城国体向け改修工事が本格的に始まり，閉鎖せざるを得な
い施設もあったが，利用可能な施設において効率的な管理運営に努めた。
　平成３１年茨城国体において天皇杯・皇后杯を獲得できるよう，県とともに競技力の向上
に取り組むとともに，生涯スポーツ活動の推進に取り組み，県民総参加によるスポーツの振
興を図っていく必要がある。

H27実績 達成度(%)

［経営目標］

指　　標　　名

財務健全性
　生涯スポーツの推進
とともに，指定管理者
として効率的な経営を
実施している。また，
平成３１年の茨城国体
に向け，競技力向上に
積極的に取り組んでお
り，今後とも法人の目
的に適合した運営を期
待したい。

　平成２６年３月に策
定された第３期中期運
営計画が中間年度を迎
えたことから，これま
での実績・成果を検証
したうえで必要に応じ
て見直しを図るなど，
実効性のある計画とな
るよう期待したい。

　組織及び財務等に
関する規程は適切に
整備・運用されてい
る。また，ホーム
ページで情報公開を
行っており，今後と
も健全な組織運営に
努める必要がある。

　平成３１年茨城国
体に向けた改修工事
等のため閉鎖せざる
を得ない施設もある
中，指定管理者とし
て，法人の創意工夫
による利用者サービ
スの向上並びにコス
ト削減に期待した
い。

　債務超過や借入金は
なく，流動比率も適正
を維持している。
　今後とも，自主事業
の実施等により自主財
源の確保に努める必要
がある。

目的適合性

27

計画性 組織運営健全性 効率性

改善の余地あり概ね良好 大いに改善を要する改善措置が必要

H 目標値
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